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【国際研修・共同研究】

モンゴル・商法に関するオンラインセミナー 

（～商法起草支援の一環として～）

国際協力部教官　
河　野　龍　三

１　背景及びセミナーの目的

⑴　本セミナーは，モンゴル国（以下「モンゴル」という。）との共同研究の一環とし
て，国際協力部が実施したオンラインセミナーである。モンゴル政府は，現在，商法
の制定を目指しており1，当部は２０１８年度及び２０１９年度と，モンゴル法務・内
務省の職員，裁判官，モンゴル国立大学（National University of Mongolia，以下「Ｎ
ＵＭ」という。）の教授らを日本に招へいし，共同研究の枠組みで起草支援を行って
きた2。２０２０年度も招へいを予定していたが，新型コロナウイルス感染症拡大の影
響で延期を余儀なくされた3。そこで，ＮＵＭの協力を得て，法務・内務省の了解の
下，本セミナーを企画することとした。なお，本稿の意見にわたる部分は私見であ
り，当部の見解ではない。
⑵　国際協力部が商法起草支援を行うに至った経緯及びモンゴル政府による起草作業の
進捗は，以下のとおりである。
２０１７年３月，当部教官らが現地調査に赴いた際，ＮＵＭ教授等から民法改正又
は商法制定の支援要請があった4。モンゴル民法の中に商法関連規定が混在し，表現が
曖昧であることなどが原因で一方当事者の利益のみが保護されるといった不都合が生
じているというのである5。
２０１８年６月には，モンゴル法務・内務省内に商法の必要性を判断するための

ワーキンググループが設置され，ビジネス環境の向上6を見据えて，民法改正又は商
法制定の是非が議論された7。また，商法の必要性に関する調査が，ドイツの Hanns-

1  モンゴルでは，民法及び会社法が制定されているが，商取引一般に適用される商法は存在しない。
2  過去の共同研究につき，第１回の報告（ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第７７号（２０１８．１２）２０８頁以下）及び第２回
の報告（同第８１号（２０１９．１２）１６３頁以下）を参照。
3  モンゴル国内のコロナの累計感染者数は，２０２１年７月９日時点で１３万４，２７０名（うちウランバートル市が
１０万人超），累計死亡者数は６７２名である。昨年１１月６日時点では３５６名，死者０名であったが，１２月以降
に感染者数が増加し，一日の新規陽性者数が１０００名を超すようになった。ワクチン接種が進み，本年５月には減少
傾向になったが，変異株が猛威を振るい，再び，感染者数が増加している（在モンゴル日本大使館，ＪＥＴＲＯ等の
ウェブサイトを参照）。
4  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第７１号（２０１７．６）２２０頁以下を参照。
5  ＩＣＤ　ＮＥＷＳ　第７３号（２０１７．１２）１４７頁以下も参照。
6  日・モンゴル間では２０１６年６月に経済連携協定（ＥＰＡ）が発効しており，同年，モンゴルの国家大会議（日本
の国会に相当）において，経済開発等の重要分野において２０３０年までに達成すべき指標を掲げる「２０３０年まで
の持続可能な開発ビジョン」が決議された。２０２０年には新しく２０５０年までのビジョンが策定されている（詳細
は，ＪＩＣＡ「令和２年度外務省ＯＤＡ評価　モンゴル国別　評価（第三者評価）報告書」（２０２１年３月）を参
照）。なお，２０１６年及び２０２０年の総選挙において中道左派の人民党が圧勝して与党の座にあり，２０２１年６
月の大統領選挙でも同党のフレルスフ元首相が当選している。
7  モンゴル国内では一部の裁判官や他ドナーから，民法改正で足りるのではないかという慎重意見が出ていたようであ
る。
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Seidel-Stiftung（ハンス・ザイデル財団）の支援を受け，ＮＵＭのアマルサナー・バ
トボルド教授8らによって実施された。
そして，２０１９年５月，商法を制定する旨の法務・内務省大臣令が発出され，商
法起草ワーキンググループ（以下「起草ＷＧ」という。）が設置された9。起草作業は，
当初，同年１１月までにファースト・ドラフトを作成するスケジュールであったが，
コロナの影響等で起草ＷＧが活動停止を余儀なくされ，現時点でドラフトは完成して
いない10。
⑶　起草ＷＧにおいては，例えば，「商人」や「事業者」の定義，商業代理など，商法
に関するトピックを議論しているとのことであった。そこで，本セミナーは，起草Ｗ
Ｇを支援すべく，アマルサナー教授に事前に選定してもらったトピックの中から，
「商人」及び「事業者」と，「一方的商行為」を取り上げ，九州大学の德本穰教授11

の講義による日本側の知見の共有と，起草ＷＧメンバーを含むモンゴル側参加者との
討議を目的とした。

２　セミナー日程

２０２１年５月１１日（火）及び同月１２日（水）の各３時間，合計２日間12。

３　セミナー参加者

法務・内務省のサインゾリグ・プレブジャブ司法政策局長13以下の職員，アマルサ
ナー教授以下のＮＵＭ教授・講師等，一部の起草ＷＧメンバー，合計約２９名14。
日本側からは，国際協力部の森永部長（当時）15，須田副部長，伊藤教官，小職のほ

か，德本教授，ＮＵＭのバトバヤル講師16，岡英男弁護士17が参加した。

４　セミナーの概要

⑴　初日
冒頭，国際協力部長及びサインゾリグ局長から挨拶があった後，德本教授による講
義，質疑応答及びディスカッションを実施した。初日のテーマは「商人」及び「事業
者」の意義であり，德本教授からは，商法には民法とは異なる独自性が認められてい

8  アマルサナー教授は，法学部私法学科長であり，２０１８年度及び２０１９年度の共同研究にいずれも参加され，商
法制定を推進されている。
9  起草ＷＧメンバーは法務・内務省副大臣以下であり，主な構成員は，法務・内務省司法政策局職員，アマルサナー教
授ほかの大学教授，裁判官，弁護士，モンゴル商工会議所代表等である。
10  商法は，２０２４年までの立法計画（アクションプラン）に盛り込まれ，２０２２年までに国会提出予定とされてい
る（モンゴル語だが，以下のウェブサイトを参照 https://www.legalinfo.mn/annex/details/11551?lawid=16009）。
11  德本教授には，２０１８年度の共同研究において，「日本の商法の地位及び将来像について」と題する講義をしてい
ただいた。
12  日本語・モンゴル語の逐次通訳をドルジスレン氏（原口総合法律事務所）に依頼した。
13  サインゾリグ局長は，２０１８年度の共同研究に参加されている。
14  一日のみの参加者，途中退室者も含む最大値。
15  現国連アジア極東犯罪防止研修所（ＵＮＡＦＥＩ）所長。
16  現在，九州大学の德本教授の下に留学中。
17  元ＪＩＣＡ長期派遣専門家（２０１０～２０１２年，２０１３～２０１５年）。プロジェクト活動については，ＩＣ
Ｄ　ＮＥＷＳ　第４５号（２０１０．１２）２０９頁以下を参照。
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ること，商法の基本概念（営利・迅速・公示・外観・厳格責任），日本の商法の適用
基準（商行為法主義を原則としつつ，商行為及び商人の２つの概念を基礎とする折衷
主義を採用），公法人（国や地方公共団体）も営利目的で事業を行えば商人資格を取
得すること，消費者契約法における「消費者」及び「事業者」の意義，他の個別法と
の調整規定の必要性等の説明がなされた。

【德本教授による講義の様子】

これに対し，アマルサナー教授から，個人によるインターネットを利用した商売が
現れるなど社会は大きく変化しているとの指摘があり，結論として，「商人」のよう
な明確な定義が必要であること，法律の執行という観点からはドイツや日本のような
抽象的な定め方が望ましいとの意見が述べられた。
また，別の参加者から，栽培した野菜を販売する農家のような原始生産者を商人と
すると遊牧民が全員含まれてしまうとのモンゴルならではの問題意識が示された。德
本教授からは，日本の擬制商人（商法４条２項）は，取引の相手方を保護するための
規定であり，遊牧民と取引した相手方をどこまで保護するかという立法政策の問題に
関わるため，長所・短所を比較検討する必要がある旨助言がなされた。
⑵　２日目

２日目のテーマは，初日の続きとして企業法論，そして，日本における「一方的商
行為」であった。まず，德本教授から，商法を企業に関する法と考えるのが日本の通
説的見解であることを前提に，モンゴルで商法を起草するにあたり，商法が適用され
る主体を明確化することが望ましく，特に営利性という要件を基準に含めることの重
要性が説かれた。また，参加者から外観主義に関する質問がなされたのに対し，その
沿革を含む詳細な説明がなされ，日本の商法には多数の表見責任の規定があることが
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紹介された18。
また，岡弁護士からの質問を契機に，一定の外資規制や，商慣習等の地域文化との

調整は必要である一方，健全な投資者であればやはりその取引安全は保護しなければ
ならず，そこには異なる規制の観点があることなどが議論された。
「一方的商行為」については，日本の最高裁判例19が紹介され，質問に対してその

都度丁寧な回答がなされたことから，日本における「事業者」と「商人」の概念の違
いや，協同組合が営利性を有しないことの理論的根拠など，参加者の理解が深まった
ように感じられた。
２日目の最後には，アマルサナー教授から総括がなされ，本セミナーは非常に効果
的であった，德本教授の講義内容をＮＵＭの他の講師にも共有したい，德本教授及び
国際協力部に感謝したいとのコメントがなされた。

【セミナー終了後の記念撮影の様子】

５　今後の展望

モンゴルにおいては，現在も商法の起草作業が続けられている。直近の新型コロナウ
イルスの感染拡大状況を考慮すると懸念はあるものの，本年度こそ対面の形で共同研究
を実施したい。その際，可能であれば，商法ドラフトに対して日本側の専門家から助言
を行うことが望ましい。他方，両国間の渡航制限が緩和されるまでの間は，本セミナー
のようなオンラインの活用が現実的かつ有益である。今後も，より充実したセミナーを

18  別の参加者から，モンゴルにおいて公法には外観主義に似た規定があり，行政裁判所において実際の適用例がある
が，民法には一部を除いて外観主義の明確な規定はなく，裁判例の蓄積はない旨の発言があった。
19  最判昭和４８年１０月５日集民１１０号１６５頁。
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企画していきたい。
最後に，本セミナーの講師をお引き受けくださった德本教授，ご多忙な中ご参加いた
だいたサインゾリグ局長以下の法務・内務省の皆様，トピックの選定から参加者の募集
まで全面的にご協力いただいたアマルサナー教授以下のＮＵＭの皆様，岡弁護士，通訳
人のドルジスレン氏，国際協力部の担当専門官ほかの関係者の皆様に心より御礼申し上
げたい。




